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I はしがき

第2次世界大戦において壊滅的な打撃を受けたわが

国の産業は,朝鮮動乱による特需景気にも支えられ急

速に回復していった。特に傾斜生産方式をはじめとし

た基幹産業の復興に力が注がれた。その後1950年代後

半以降,わが国は年率10%前後の経済成長を遂げ,高

度経済成長期に突入した。この高度経済成長期におい

ては,いわゆる重厚長大型産業と称される鉄鋼業や石

油化学工業などが工業部門のみならず,産業全体の

りーデイングインダストリーとして日本経済を牽引し

ていった。

高度経済成長期を通して急激な経済成長を遂げたわ

が国は先進国の仲間入りを果たしたが, 1973年に起

こった石油危機によりわが国の産業は新たな時代へ進

むことになる。急激な原油の高騰は従前のエネルギー

を大量に消費する重厚長大型産業に多大な影響を与

え,他の先進工業国と同様に,わが国の産業構造にお

いても転換が迫られることとなった。この時期を境に

してわが国の産業構造は従前の基礎素材型工業から加

工組立型工業へと再編成されていく。

第1次石油危機以降,自動車工業や電気機械工業を

はじめとする加工組立型工業の急速な成長はわが国の

国民経済にとって多大な貢献をしたが,これらの産業

は輸出を前提として成長してきたため,先進各国との

間に貿易摩擦という新たな副産物を生成する結果と

なった。 1985年には先進5力国の蔵相がニューヨーク

に集まり,円安の是正が合意された。いわゆるプラザ

合意である。その後,円安を背景として集中豪雨的な

輸出傾向にあった自動車工業や電気機械工業は国内市

場の開拓やコストダウンを迫られることになった。ま

た,自動車工業の企業の中には輸出自主規制とも相

まって海外生産に踏み切る企業も現れた。それは電気

機械工業においても例外ではなく,労働集約的な部門

や付加価値の低い部門を中心に海外生産に踏み切る企

業が増加した。重厚長大型産業から軽薄短小型産業へ

の移行の中で,より付加価値の高い電子工業部門など

の部門は国内にとどまったが,海外移転がこの時期に

は急速に進むことになった。

以上のように日本経済の動向を工業機能の変動の側

面から概観してきたが,我が国の国民経済は企業の成

長とともに発展を遂げてきたと言っても過言ではな

い。高度経済成長期において,特にわが国の製造企業

は製造能力を飛躍的に拡大させ,経済規模の拡大に大

きく寄与してきた。消費財の市場供給は,戦後間もな

い時期に比べると比較できないほど大規模なものと

なった。

企業の中でも複数立地企業に代表されるような大企

業は,その企業内組織を垂直的に分化・発達させてい

るだけでなく,水平的にも拡大してきた。すなわち,

複数立地企業は経営規模の拡大や成長にともない,企

業内組織の高度化をはかる一方で生産機能をはしめと

する諸機能を地域的に展開してきた。例えば,電気機

械工業分野における複数立地企業は生産工程の分業化

の進展にともない空間的分業による生産システムを確

立してきた。この生産システムは,地域システムを前

提とした上で,労働や資本,技術の集約度に相違が認

められるような質的に異なる生産機能を配置すること

に依拠している。

複数立地企業は地域システムを前提として工場など

の事業所を配置する一方で,配置された事業所の集積

や分布の偏倚は地域システムの再編に影響している。

すなわち,地域システムと企業の空間的分業形態を導

出する事業所の展開とは相互に関連しあい,相互に影

響しあい,また,相互に補完しあっている。その意味

において,複数立地企業の動向を空間という視点から

検討していくことは重要である。

従来の工業地理学の分野においては,事業所の立地

を理論的に分析しようとした経済立地論や産業ごとの

立地特性について解明しようとする産業論的な視点に

もとづく研究が一般的であった。しかしながら,近年,

企業のダイナミズムが注目されつつある中で,地理学

においても｢企業の地理学(geography of enterprise)｣

と称する研究が1960年代後半から注目されてきた。本

稿においてはこうした欧米諸国における企業地理学に

関する研究動向を中心に整理し検討を加えたいと考え
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る。

IT 企業地理学の導入期における研究動向

1960年代後半から工業地理学の分野においては「企

業の地理学」と称する研究が注目されてきた。この企

業の地理学はMcNee(1958, 1960 a , 1960 b)によっ

てその概念が初めて提唱された。すなわち,彼は企業

の多国籍企業化に象徴されるような,大企業組織の空

間的拡大の急展開のもとで,新古典派立地論などをは

じめとした既存の理論やモデルが現実を説明するため

には不十分であることを指摘し,空間の組織者として

大企業を考察することの重要性を主張した。さらに,

McNee (1961, 1963)による国際石油資本の企業地域

における集積・分散の動向を明らかにすることによっ

て本格的な研究が始められた。この研究により,国際

石油資本に代表されるような多国籍企業の工場配置

は,一方では国際需要の構造や資源の賦存状況など経

営条件に影響されるが,その企業自体の経営戦略の性

格によって決定される傾向があることを明らかにし

た。

McNeeの問題提起に端を発した企業の地理学は

Krumme (1969 a , 1969 b, 1970)によって深化され,

産業立地研究としての基本的な課題整理がなされた

(松橋 1989)。すなわちKrummeは単一立地企業

(single plant firm)を想定して組み立てられてきた

それまでの経済学や地理学的研究の限界と複数立地企

業(multi plant firm),とりわけ複数の地域や複数の

国家にまたがって展開する大企業に関する地理学的研

究の意義と範囲を明確化し,工業地理学における立地

適合について再検討を行った。

一方,従来の新古典派的な産業立地論への批判を通

じて,新たな産業立地論研究の構築を図る立場におい

ては,企業の行動,経営組織に関する理論を適用した

行動論的な立地論が考えられるようになった。新古典

派経済学の最適利潤,完全情報,完全競争などの前提

は実際の企業行動を反映していないため,これに代

わって企業の有する情報の多寡や意志決定の過程を従

前の立地論に導入する行動科学が提起されてきた(富

樫 1990)。このように立地論の立場からも行動科学の

必要性が主張され,企業の地理学は現実を説明するた

めに行動科学としての立場を色濃くしていった。この

ような状況下において,多くの研究成果がもたらされ

た。

Fleming and Krumme (1968)は旧西ドイツとオラ

ンダにおける鉄鋼資本の国際的な結合関係による臨海

製鉄所とルール地方の製鉄所との機能分担の方向性に

ついて検討した。この研究は,それまでの工業地理学

が傾斜しがちであった工業立地論的な性格の研究とは

異なって, McNeeが主張してきた空間の組織者とし

ての企業を対象とした実証研究であった。その後も大

手独占資本による空間編成は注目され, Krumme

(1971)は旧西ドイツにおける電気機械工業の大企業

であるジーメンス社を研究対象として,ジーメンス社

の成長・拡大にともなって事業所の立地した地域がい

かなる影響を受けたのかについて考察を行っている。

また,独占資本としての造船企業に注目した研究もあ

る。この時期には,イギリスを中心にヨーロッパ造船

工業は衰退傾向にあったが,特に北アイルランドにお

ける造船危機は深刻であり,これに企業がどのように

対処したのかについてSteed (1968)が明らかにした。

また,同地域におけるリンネル工業の企業集中とそれ

にともなう立地変動についての研究もある(Steed

1971)。

この時期における研究の多くは帰納的な事例の詳細

な説明にとどまり,その説明には理論的枠組みはほと

んど存在せず,たとえ存在したとしても部分的なもの

であった(Laulaiainen 1995)。このような事例研究を

行う傾向は近年の企業地理学にも踏襲されているが,

その一方で,富樫(1990)が指摘するように,このこ

とが研究の枠組みや理論体系の欠如という批判を受け

ることにもなった。

企業の地理学の導入期における研究の特徴は,以下

の2点に集約される。第1に,従来の工業立地論では

理解することのできなかった企業の立地行動を把握

し,それにともなう地域変容を捉えた点である。第2

に,既存の企業組織へ新規事業所を付加的に立地させ

る場合,企業内や企業間でもたらされる立地調整に関

心が払われていた点である。

in 企業地理学におけるモデル化の進展

企業の立地行動論に代表されるような企業論的アプ

ローチが地理学へ導入される過程においては,経営組

織論にみられる企業の空間組織やその発展過程も研究

の深化に大いに貢献した。チャンドラー(1967)は単

一機能を有する企業から職能部制を経て事業部制へと

経営組織が拡大するなかで,空間的な立地の拡大や分

化と情報処理や意志決定に関する階層制が成立するこ

とを明らかにした。この後, 1970年代後半には企業内

組織の形成機構に関する研究がみられるようになる。

すなわち, Taylor (1975)の研究にみられるような,

単一立地企業から複数立地企業へと経営組織が発展す

る立地展開の図式についてモデル化を行い,企業内組

織の形成機構を解明しようとする研究であった。

そのなかでも, Hakanson (1979)は,企業が地域的

な市場から国家的なスヶ一ルでの市場へ成長参入する

場合を仮定したモデル化を行った。すなわち,参入当

初には新たな地域的な市場に販売事務所が進出し,続

いて工場が地元以外の地域に進出する段階を経ること

を指摘した。その上で,このような企業内組織の形態

変化をともなう企業の成長に応じて,どのように企業
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内組織が段階的な成長を遂げていくのかについてモデ

ル化を行った。このHakansonの提示したモデルは,

企業の海外進出の場合に関しても説明をつけ加えてい

る。海外進出の場合は,販売代理店ならびに販売量・

販売額の増加にともない,支店や支社に代表されるよ

うな内部組織が配置されるようになり,さらに当該地

域に工場が進出するという段階的な進出の形態を説明

する。

このHakansonモデルに関しては,以下のような問

題点が指摘できる。すなわち,企業結合や地域間の不

均等発展に対応して,企業はスクラップアンドビルド

を絶えず進め,企業内組織の再編成を図っているが,

この企業のダイナミズムを必ずしも十分に説明してい

るとはいえない(藤田 1988)。さらに,このモデルで

は本社機能の立地か所与のものとして考えられてい

る。わが国においても本社機能が経済変化や地域シス

テムの再編成などの外部要因に加えて,企業の成長度

に応して東京へ集中する傾向が存在するが,このモデ

ルでは本社機能の立地も支社・支店あるいは工場の立

地と同様に,企業の成長段階に対応して変化すること

に関して説明することは困難である。また,段階的発

展における,上位への発展段階の移行メカニズムが不

明瞭な点も問題点として指摘できる。しかしながら,

企業の成長と企業内組織の発展,それにともなう空間

的な立地展開を結びつけた点は非常に重要である。

また, Watts (1980)はイギリスの醸造業の大企業に

よる寡占状態について,このような支配関係が小企業

の吸収合併により達成されたという事実にもとづい

て,序論-1図に示したように,企業内組織の空間的な

発展過程に関するモデル化を行った。しかしながら,

Watts自らも指摘するように,このモデルにも問題点

が存在しなかったわけではない。すなわち,同一の規

模と条件を有する各都市や各市場にそれぞれ唯一の単

一立地企業が立地するという非現実的な完全競争の想

定のもとにこのモデルが構築されたため,人口規模,

情報の連関,企業戦略など企業の成長性に関わる立地

諸条件に加えて,企業をとりまく経済環境,その中で

も特に影響の大きい政策面での考察に欠ける点があっ

た(Hayter and Watts 1983)。

IV 企業と環境との相互依存関係に関する

企業地理学的研究

前述のような企業内組織の成長・拡大に関するモデ

ル化の研究から,企業地理学的な研究においては企業

の諸機能の立地に関する意思決定機能や企業戦略に関

心が移行した。このように,経営組織論の援用にとも

ない,企業の地理学は企業内組織の発展と空間的な立

地展開に最大の関心が払われてきた一方で,企業をと

りまく環境に関する関心は希薄であった。問題となる

のは企業とそれをとりまく環境との間の相互依存関係

がどのように概念化され,さらにどのように取り扱わ

れるべきであるかであった。

かくして, 1960年代から1970年代初頭における企業

の地理学の研究成果では,企業と環境との関係は行動

論的視点から概念化されたものにすぎなかった。特に

Townroe (1969)は,新規工場の立地選択は,コスト

や収益といった企業内部の状況や企業内組織上の文脈

に関連した意思決定アプローチのモデル化によって理

解されると主張した。さらにHayter (1978)は企業が

行う立地選択を地域の選択,地域社会の選択,新工場

立地の具体的な場所の選択に限定することにより,企

業の立地選択に関する意思決定過程を理解できるとす

る。

しかしながら,企業の意思決定過程を実際の立地パ

ターンに関連づけて説明することは容易でないばかり

か,企業と環境との相互依存関係を「空間化(spatial-

ize)」する試みは疑わしいとさえ批判された(Harrison,

et al. 1979)。このような企業の意思決定に関する一

連の研究は,意思決定過程の解明を重視するあまり,

企業の有する企業内組織や性格が重要視され,企業を

とりまく環境は付帯的なものとして考えられた。した

がって,これらの研究は立地選択を通して企業側から

みた環境の一側面を捉えることにはある程度の成果を

収めたものの,相互依存関係の一方のベクトルである

環境が企業に及ぼす影響をどう評価するのかという点

については問題点を残したままであった。

しかしながら, Krumme (1981)の研究を端緒とし

て,環境は企業をとりまく一連の制度とみなされるよ

うになり,企業と環境の間の相互依存関係の本質にま

で踏み込んだ研究が現れた。Krumme (1981)はフォ

ルクスワーゲン社を事例として,多国籍企業が立地先

の諸外国や地方政府における活動について,企業をと

りまく環境をその特性ごとにグループ化し,これらと

の間にどのような相互作用が存在するのかについて詳

細に検討した。また, Watts (1978)は市場が売手寡占

の状況下において,企業の採用する行動が競争的,受

動的もしくは共謀的(collusive)に変化するのかを検

討し,企業間の関係に注目した。さらに,市場に注目

するのみならず,企業の有する様々な属性に注目した

研究も現れた。 McDermott and Taylor (1982)は規

模,製品,技術,研究開発や販売機能などの企業の有

する様々な事業所の属性に注目し,これらの事業所が

大都市圏や地方圏といった異なる環境のもとでどのよ

うな性格を有しているのかについて実証した。

V 管理機能および研究開発機能に関する

企業地理学的研究

企業と環境との相互依存関係についての議論が高ま

るなかで,空間的あるいは機能的な意味において企業

の部分的な一側面のみを対象とした多くの研究成果が
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得られた。その一方で,企業内組織が複雑化する過程

において企業内組織における諸機能の分布を企業の空

間的システムとして捉えるようとする新たな動向がみ

られる(Hayter 1976, 1981; Bloomfield 1991)。これ

は,企業内組織における諸機能の階層的立地パターン

や空間的分業という概念が定着してきたことが大きく

影響している。

この階層的立地パターンや空間的分業という術語に

表象されるような企業内組織を構成する諸機能の分布

をシステマティックに捉えようとした背景には研究対

象とする企業に関するデータの欠如という問題の存在

がある｡すなわち,大企業の活動を捉えるとしてもデー

タの制約上,工場の立地場所のみかせいぜい各工場の

雇用数しか明らかにならない。また,非集計データを

用いるとしても個々の企業の工場分布を示した地図が

増加する程度であった(Hayter and Watts 1983)。さ

らに,多国籍企業の活動を捉える場合にはデータの問

題は一層深刻であった(Dicken and Lloyd 1980;

McCornell 1980)。このようなデータ環境の不整備は,

当時注目されていた｢熟練の解体｣といった雇用の質

に関する議論が進展しないばかりか,工場の有する技

術的特徴,製品などの問題を解明するには限界があっ

た。このような状況下において,複雑化する企業内組

織について特定の部門に類型化して階層的な立地パ

ターンを考えるとともに,諸機能の空間的な分離を前

提に空間的分業という概念を用いた研究が受け入れら

れるようになった(Massey and Meegan 1979)。

企業内組織が複雑化するのにともない,これを構成

する諸機能の中でも管理機能は生産機能と空間的に分

離する傾向にある(Westaway 1974)。この管理機能に

関する研究の多くは,都市分布や都市の階層性あるい

は都市群システムの再編・拡大との関係に注目した研

究に集約される。特に,管理機能の中でも本社機能に

関する研究によって,大製造企業を基礎としてその企

業規模や都市規模などに代表される都市間の相違点な

どが注目され,本社機能の地理的パターンが明らかに

された(Goodwin 1965; Borchert 1978)。例えば,

Borchert (1978)は大企業の本社機能の分布が合衆国

の都市分布の変化に多大な影響を及ぼしているとし,

大企業本社の分布パターンとその形成要因について考

察した。その際,業種別に企業本社の立地動向を分析

することにより,企業本社の分布パターンの変動を詳

細に検討した。

また, Burns (1977)も合衆国の製造業企業の本社に

注目し, 1960年と1970年における主要都市の本社数の

変化をもとに,都市規模別の本社機能の変動の差異を

明らかにした。都市規模と本社機能との関係に注目し

た研究には, Wheeler (1985)がある。Wheelerは1960

年と1980年の合衆国における企業本社の立地先と当該

地域の人口規模との関係を検討し,企業本社数と人口

規模からみた階層間の相関関係の存在を明らかにし

た。

このような合衆国における本社機能に関する研究の

多くは,企業本社の分散傾向にともなうニューイング

ランドを中心とした大都市の地位低下という問題が背

景にある。 Semple and Phipps (1982)も1960年代中

葉以降,企業本社の分散傾向は活発化したことを報告

している。さらに企業本社の分散や再立地の問題を取

り上げた研究には, Semple, et a1. (1985)の研究や

Stephens and Holly (1981)がある。

本社機能にみられるような管理機能に関する研究が

発展したのは合衆国だけではなく,先進諸国全般にお

ける共通した傾向であった。この背景には,製造業雇

用者の減少に対応して第3次産業労働者の増加が顕著

となったという共通の現象が存在する(BurrowS

1973; Daniels 1977)。

例えば,イギリスでは製造業大企業の本社機能およ

び生産機能の分布を検討し,本社機能の分布は生産機

能のそれと比べて相対的にロンドン周辺部に偏倚して

いることを明らかにしたParsons (1972)や企業の所

有する施設数と本社機能の立地点との関係を明らかに

したEvans (1973)などがある。

以上のような本社機能に関する研究は企業内組織の

構成要素を研究対象とし,空間的分業の一側面を明ら

かにしているとはいえ,企業内組織の発展や諸機能全

般に関する階層的立地や空間的分業を考察の基礎とし

たとはいえず,むしろオフィスに関する立地研究の一

部分と考えられる。その一方で, Westaway (1974)の

研究は本社機能に注目しているものの,企業内組織の

発展過程にともなう本社機能の集中・分散について,

都市群システムとの関係から考察しており,重要な示

唆を与えてくれる。

一方,研究開発機能は本社機能と並ぶ重要な機能で

ある。上述の本社機能の研究も研究開発機能に関する

立地研究と密接な関連性を有するといわれる(Hayter

and Watts 1983)。研究開発機能の大都市への集積傾

向はMalecki (1979 a, 1979 b, 1980, 1981)による

一連の研究により明らかにされてきた。その中でも特

に, Malecki (1980)は重回帰モデルを提示し,研究開

発機能の大都市への集積傾向は規模の経済性からある

程度説明できるとした。その一方で,研究開発機能の

立地と都市規模との関係は急速に重要性を増してお

り,当該機能の立地変動を説明する際に集積の経済の

文脈からでは説明が不十分であることも示唆してい

る。

また,研究開発機能の立地について大都市への集積

という文脈からではなく,政府の政策という外的な要

因や企業の戦略といった内的要因を重視し,研究開発

機能の立地パターンの構造的な特徴の解明に重点を置

く研究もある(Ironside 1977; Ewers and Wettman
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1980)。

これら管理機能や研究開発機能に関する企業地理学

的研究の多くは,立地パターンやその傾向の記述にと

どまる場合も少なくなく,また,データの形式や使用

方法など分析手法に結果が左右されるといった問題点

も指摘されるか,企業による空間編成と空間的不平等

発展との間の関係を論点として提示したことは大いに

評価される。

VI 生産機能に関する企業地理学的研究

管理機能に対して,生産機能の空間的展開はおおむ

ね2つの概念に分類できる。すなわち,その第1は空

間的な成長であり,企業が内的成長を行う過程におい

て当該企業の有する工場数の増加に象徴される。第2

は立地調整であり,これは工場数の減少あるいは無変

化をともなう工場の立地パターンの変化に象徴され

る。この立地調整はさらに企業内と企業間との立地調

整に分類できる。企業内立地調整においては,成熟し

た企業にみられるような所有工場の質的転換や企業内

生産システムの再編などにともなって生じる。その一

方で,企業間の立地調整は企業買収や吸収・合併など

にともなって生じる場合や市場の分割による立地調整

にみられる。さらに,わが国の自動車工業にみられる

ような階層的な生産構造を生成する企業の系列化や関

連企業間の取引なども含まれる。

特に,後者の立地調整に関する研究は1970年代後半

から80年代前半にかけて議論されてきた。Krumme

(1969 a , 1969b, 1971), Steed(1968, 1971), Fleming

and Krumme (1968)にみられるように,初期の企業

地理学的研究は単に生産機能としての工場を企業内組

織あるいは企業システムに組み込むことに終始してい

たが,再編成にみられるような立地の調整を認知する

ことが重要視されるようになった。例えば, Massey

and Meegan (1979)は立地調整過程による雇用の変化

に注目した。彼らは電気機械工業における企業の技術

変化にともなう企業内工場間の製造品目の分化・統合

などの調整過程が雇用変化にどのように影響したのか

を明らかにした。企業の技術革新にともなう雇用変化

に関する企業地理学的研究は同時期において多くの成

果をみた。Hayter (1979)やLever (1979)において

は,雇用問題に関連して巨大企業の役割の重要性を改

めて考察した。特に,巨大企業が卓越する労働市場の

場合,当該企業の技術革新にともなう企業システムの

再編成は地域社会に大いに影響することが明らかに

なった。

一方,企業間の立地調整に関する研究は,企業の買

収行動に注目しながら,域外支配という問題を指摘し

た。例えば, Leigh and North (1978)はイギリスに

おける企業の買収行動について考察し,イギリスにお

ける企業買収の空間的な因果関係はかなり複雑としな

からも,工場閉鎖とそれにともなう生産の集中は企業

買収によるところが大きいことや企業買収を被った企

業が立地する地域は以前にも増して多くの投資がもた

らされる傾向にあること,そして企業買収は周辺地域

における域外支配を強めるとともに域外支配の構造を

説明する重要なメカニズムとなることを指摘した。こ

のような文脈からの研究は,イギリスの一工業部門を

研究対象としたWatts (1981)やイギリス北部地域を

対象としたSmith (1979)によっても行われている。

特に, Watts (1981)は企業買収は付加的な雇用の増

大をもたらすと一定の評価を下している。これは,企

業買収による工場の所有移転は技術面や生産工程上の

地位低下といった生産に関する側面や雇用の確保の側

面においては既存の水準に比較すれば低下は免れない

ものの,被買収企業の立地する地域における雇用維持

にとっては当該企業が依然として重要性を有している

ことによる。同様に, Smith (1979)も1963~73年間の

企業買収行動と雇用変化に注目したが, Watts (1981)

とは異なった見解を示している。すなわち,イギリス

北部地域においては企業買収による雇用変化はマイナ

スの効果をもたらしたことを明らかにし,企業買収に

よる地域経済の衰退傾向を指摘している。同様に,

Dicken and Lloyd (1978)もマンチェスターとマー

シーサイドを事例に, 1966~73年間における企業所有

者の変化をとらえ,それをもとに工場の閉鎖と再立地

にともなう雇用変化を考察した結果,閉鎖・再立地に

ともなって既存の従業者の約30%が失業に追い込まれ

たことを指摘した。

または,工場の担当する製造品の変化に関連して,

複数立地企業内の所有工場がどのような変化を被り,

当該工場が企業全体の生産体系のなかでどのような性

格を有するに至ったのかについて考察した。そして,

イギリスにおける複数の製造業を対象として仮説の検

証を行い,工場の立地調整は工場規模,既存空間の規

模,本社・分工場間の組織上の位置づけ,工場の年数

などの工場の有する種々の特徴により大きく影響され

ることを明らかにした。

以上のような複数立地企業の立地調整の問題は以下

の点に集約される。すなわち,製造品の変化に象徴さ

れるような技術変化か各工場にどのような変化をもた

らしたのか。そして各工場の総体として企業システム

全体の中で雇用機会にどのように影響し,さらには企

業システムを再編成してきたのか。また,企業システ

ムの再編成により,既存工場の立地する地域のみなら

ず新規投資により新たな工場立地をみた地域も含めた

地域間の関係の動向についても検討されてきた。さら

に一歩踏み込んで,再編成による地域間の不均等発展

についての考察も進められた。

企業が成長し複数立地企業化するのにともない,前

述のような立地調整が行われてきた一方で,地域シス
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テムに関わる問題として,マクロ的な視点に立脚する

と地域間あるいは国際間の相互依存性の本質的な側面

を有するようになる。すなわち,地域間の結合関係あ

るいは地域システムにもとづいた,企業内の技術,資

本,サービス,製造品のフローは急激に増大し, Massey

(1984)の論ずるところの空間的分業や国際分業の形

態を複数立地企業の多くが採用するようになる。その

逆に,これらのフローに象徴される複数立地企業の工

場間関係さらには企業内システムは地域システムの強

化・再編に影響している。従来,企業の地理学的研究

においては,空間的分業,域外支配などの工場間関係

にもとづいた地域間の関係に関する問題は,特に分工

場のあり方から議論されてきた。

分工場の立地する地域の立場においては,実際には

地域間の相互依存性というようなマクロな点に関心が

あるわけではなく,むしろ当該地域の経済発展が重要

視される傾向にある。しかしながら,域外支配の問題

も関連するように,分工場の成長は当該地域の経済発

展を分工場経済と称されるような特殊な地域経済へと

変化させてきた。

1980年代前半における企業地理学的研究の多くは,

分工場の立地と域外支配の強化,もしくは分工場への

投資による地域経済へのローカルな影響に議論が集中

した。分工場の立地にともなうローカルな影響に関す

るそれまでの見方は次の4点に集約される｡すなわち,

第1に分工場の新規投資は,それまで欠如していた生

産技術や管理,財務などのノウハウ,さらにマーケティ

ングなどの種々の生産要素を当該地域に新たにもたら

すものである。第2に分工場の新規投資は工場間結合

やスピンすフによる効果を通じて様々な間接的利益を

もたらす。第3に分工場の新規投資は当該地域の経済

的な安定性をもたらす。そして第4に分工場の新規投

資により当該地域に新たな労働を供給する。

以上のような点が指摘されながらも,分工場の新規

立地は実際には政策により予想されたような構造変化

を生成せず,当該地域の自立的成長の助けとはならな

いという意見が主流となった(Hayter and Watts

1981)。すなわち,分工場立地によってもたらされる労

働は非熟練労働が大半を占め,意思決定機能はほとん

ど存在せず,地元との経済的交流よりもむしろ企業内

のリンケージに多くを依存し,商品やサービス,技術

の多くを外部に依存するというネガティブな側面が指

摘された。このようなことから,地域外部による支配

を特徴とする分工場経済や域外支配概念の検討,分工

場にみられる外部の所有工場における雇用やリンケー

ジの特性,さらには技術変化への影響へと研究の関心

は移行した(Watts 1981)。特に,雇用に関する議論で

はHood and Young (1977)のように,雇用の安定性

と質といった分工場の雇用特性に関する研究や,分工

場の雇用特性についての有効な展望を示した Erick-

son (1981)の研究が特筆される。

vn 多国籍企業に関する企業地理学的研究

域外支配や分工場の問題はローカルな地域単位での

影響や地域間の相互依存性にのみ示唆を与えたのみな

らず,国際間の相互依存性にも大いに影響を与えた。

従来,国際間の関係は国際貿易の側面が強調されて

きた。国際貿易の伝統的なアプローチは比較優位概念

を前提とした研究が多い(例えば, Steed 1981)。しか

しながら, Watts (1987)も指摘するように,多くの工

業部門において,国家間の貿易パターンは企業間の競

争関係にもとづいて形成されるのではなく,むしろ多

国籍企業の企業内貿易のパターンにもとづく傾向にあ

る。多国籍企業内部で国際取引が行われる場合,市場

原理にもとづく商品価格とは無縁の当該企業が独自に

設定した価格で取引される。すなわち,国際的に展開

した当該企業の工場間の関係にもとづく全体的な企業

戦略により商品価格が決定される。いわゆるトランス

ファー・プライシングである。このような価格決定メ

カニズムは従来の比較優位にもとづく価格決定から生

じた国際貿易のパターンに反映される国際間の関係と

は全く異なるパターンを生成することになると予想さ

れるが,企業内貿易が世界貿易の重要な部分を構成し

ているとはいえ,どの程度の影響力を有しているのか

についてはほとんど明らかにされていない(ヘライ

ナー 1982)。

多国籍企業に関する企業地理学的研究の多くは,製

造活動の空間的パターンの解明に傾斜してきた。そし

て,これらの研究は経済学や経営学において発展をみ

た見解や概念を援用している(Watts 1987)。この多国

籍企業とは複数の国家において生産設備を所有する,

もしくは管理する企業であり,海外直接投資を行う企

業といえる。このような多国籍企業の海外事業は大き

く分けて拡張と再編成の2局面が考えられる(Watts

1987)。さらに拡張の局面は一方で市場を志向した拡張

とコスト低減を志向した拡張に分類できる。前者は海

外での売り上げの増加を期待し,市場占有率の確保を

追求し,海外に生産設備の立地を促進するものであり,

後者は製造コストの最小化を図るべく海外の生産設備

を立地させるものである。この場合,国内生産設備と

の関係が重要視されるため,再編成の局面とも多少の

関連を有する。

特に,コスト低減を志向した拡張は賃金コストの問

題に議論が集中してきた。工業にとって標準化された

製品を生産する場合,賃金コストは非常に重要な意味

を有する。市場シェアをめぐって激しく競争する企業

間においてはコストの大小は決定的な要素であり,例

えば,合衆国系多国籍企業の生産活動が海外の低賃金

地域へ移動していった背景には,労働力そのものがア

メリカ合衆国と他国とのコスト差を引き起こす源であ
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るという認識が存在する(バーノン 1973)。このよう

な低賃金地域への移動を包含するグローバルな生産シ

ステムの展開についてはBloomfie】d (1981)やWatts

(1987)などの研究がある。

Bloomfield (1981)はジェネラルモータースの生産

システムを事例に,巨大な多国籍企業が新規市場の開

拓,低コストヘの志向のもとにグローバルな生産シス

テムを確立する姿を浮き彫りにした。一方, Watts

(1987)は,低賃金地域への移動がエレクトロニクス

工業の多国籍企業に顕著であることを言及した上で,

ひとたびグローバルな生産システムか確立され,活動

範囲が拡大すると,企業は世界中に分散する既存の生

産設備におけるコストを比較,調整し,最も効率の良

い生産システムを構築するようになることを指摘し

た。

また, Laulajainen (1981)やRees (1978)は多国

籍企業による生産設備の拡大に対する寡占的な反応が

起こることを指摘した上で,先進諸国の多国籍企業に

よる直接投資の全体的パターンに影響をおよぼす要因

として以下の点を指摘した。すなわち,第1に関税障

壁の大小,第2に,発展途上国への電子組立工場の展

開にみられるように生産コストの差異,第3に,市場

の規模,第4に,合衆国の多国籍企業によるカナダヘ

の拡大やイギリス企業によるヨーロッパヘの集中的な

拡大傾向にみられるような空間的近接性,最後に,英

語圏である英連邦諸国へのイギリスによる投資にみら

れるような文化的類似性である。

1960年代までの拡張段階において,多国籍企業の多

くは特定の国内市場への供給を目的として生産設備の

新規立地あるいは充実を図るという市場拡大を志向し

た企業戦略を採用する傾向にあった。しかしながら,

1970年代に入ると,コスト低減を志向した立地がより

明白となり,今日でも,多国籍企業の生産システムを

統合,再編成する圧力となっているのはコストである

といわれる(Watts 1987)。

多国籍企業の生産システムの統合過程について論じ

た研究は少なくなく,その中でも特に,特定地域にお

ける統合過程を扱った研究が行われてきた。例えば,

ヨーロッパ全土のゴムタイヤ市場を視野に入れ,工場

を展開したグッドイヤー社を事例に多国籍企業の生産

システムの統合過程を論じたHood and Young

(1982)やヨーロッパ・フォード社を事例とした

Bloomfield (1981)の研究が特筆される。また, 1990

年に刊行をみた｢The Corporate Firm in an Changing

World Economy -Case Studies in the Geography of

Enterprise- (変動する世界経済下における企業一企業

地理学における事例研究-)｣においても,企業戦略と

それをとりまく環境に焦点が当てられているものの,

IBM社やPhilips社などの多国籍企業の生産システ

ムの再編成過程に詳細な研究がなされている。IBM社

を事例としたKelly and Keeble (1990)はヨーロッパ

における生産システムの再編成過程を20世紀初頭から

現在に至るまでのスパンで検討した。特に,競合する

日本のコンピューター企業との関係や情報化の急速な

進展といったIBM社をとりまく経済環境の変化がど

のように生産システムの再編成につながり,当該企業

の工場展開に影響を及ぼしたのかを詳細に検討してい

る。

VⅢ むすびにかえて

以上のように,行動論的手法の導入に端を発した企

業地理学研究は,近年の経済のグローバル化をはじめ

とした経済動向に柔軟に対応しながら発展してきた。

しかしながら,対処的な研究の進展は一方で理論的な

枠組みのないまま現在に至っている｡企業を主体とし,

それをとりまく経済環境全般にわたり研究対象を拡大

していかざるを得ない状況下において,多くの研究は

収束をみず,企業の地理学的研究はレソンデートルそ

のものを見直すことも要求されてきたともいえる。い

ずれにしても,企業地理学研究は今後,企業行動がい

かに経済環境に影響を及ぼしたのか,また,逆に形成

された経済環境がいかに企業の組織や行動に反映され

ているのかをダイナミックに論じようとすることに収

束していく必要があろう。また,本稿においては,研

究動向の整理に終始し,課題の提示には至らなかった。

これについては別稿に委ねたいと考える。
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